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トレンド・アロケーション・オープン （ 以 下 「 ト レ ア ロ 」 と 呼 ぶ こ と が あ り ま す ） 

販売用資料 
2021年3月16日 

足元の運用状況について 
～運用担当者からのメッセージおよび運用状況に関するQ&A～ 

 当ファンドはリスク管理戦略（ダウンサイド・リスク・マネジメント）の一環として、昨年３月より短期債
券・キャッシュ等を中心とした低リスク資産100%の運用を継続してきました。 

 一方で、 2021年２月下旬より、過去1年の高値が切り下がり最大許容損失率が回復したこと等を受け、 
高リスク資産も組入れた運用を再開しましたので、改めて足元の運用状況等をお知らせいたします。 

ご参考） アリアンツ社 DMAP戦略の運用資産残高と 
投資家層の内訳（2020年12月末時点） 

 

 
  

＊トレンド・アロケーション・オープンは、アリアンツ・グローバル・インベスターズが実際の運用を行う外国籍投資信託、「ダイナミック・
マルチアセット・プラス・ファンド（JPY）（以下、DMAPファンド）」への投資を通じ、「ダイナミック・マルチアセット・プラス戦略」
（以下、DMAP 戦略）を活用します。 

※巻末の「留意事項」を必ずご覧ください。 ※上記については過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証
するものではありません。 また、税金・手数料等を考慮しておりません。記載の運用方針は、市況動向等により、将来変更となる可能性があります。 

 
 

 
 

 
  
 

 
  
  
  

 
 

運用担当者からのメッセージ 

アリアンツ・グローバル・インベスターズ   
ヘッド・オブ・マルチアセット・ジャパン 
スヴェトザー・ミランチェフ 

 新型コロナウィルスが世界的に感染拡大を始めて約1年が経過したものの、
人類とウィルスの戦いは未だ継続しています。現在は、有効性が示された複
数のワクチンの接種が各地域で進んでおり、事態収束に向けた期待への支え
となりつつも、変異種の感染拡大には依然として予断を許さない状況です。
これまで、当ファンドのポートフォリオでは、約1年間短期債券・キャッシュ
等を中心に低リスク資産の比率を大幅に高めた保守的な運用を継続して参り
ましたが、2021年２月下旬以降における最大許容損失率の回復等をもって、
段階的かつ慎重に高リスク資産の組入れを再開しています。 
 
 組入れ再開に先立ち、市場では大規模な金融政策や財政政策およびワクチ
ン接種による経済活動正常化というシナリオを基本観としつつも、インフレ
加速懸念を背景に長期金利が上昇したこと等から、これまで低い金利水準に
支えられていた一部の高バリュエーション株式を中心に居所を探る展開とな 
っています。今後、パンデミックが収束に向かうという基本観に立ちつつも、回復ペースは地域・業種で
差が生じると予見されることから、投資対象の選択／分散が引き続き重要と考えます。また中でも、国債
金利については財政・物価の面から上昇圧力が生じやすい環境が続くと想定されることから、そうした環
境下におけるコモディティ投資の重要性が増すと考えます。 
 
  

 DMAP戦略は、年金基金等の長期性資金の運用に
おいても採用されている戦略であり、中長期を見据
えた運用戦略としてのルーツを有します。こうした
長期の目線に立った場合、昨年のように必要と判断
した場合は保守的な運用を１年継続することも、長
期的に魅力的な投資成果をご提供するためには重要
なことであるという信念のもと、今後も運用を継続
して参ります。 

出所：アリアンツ・グローバル・インベスターズの情報提供を基に三菱UFJ国際投信作成  
※運用資産残高は１ユーロ=126.3円で円換算 

富裕層 
28.50% 

機関投資家 
（年金基金等） 

33.94% 

個人投資家 
37.56% 

約6兆円 

 弊社の市場サイクル分析*結果でも、先進国国債については組入比率の抑制が示されていると同時に、
株式・コモディティをはじめとする高リスク資産には積極的な組入れが示唆されています。現在のポート
フォリオは、足元の市場変動の高まりを鑑み、ポートフォリオ全体のリスクをコントロールするため３月
15日現在、短期債券等を含む低リスク資産への投資比率を7割程度としていますが、一方では高リスク資
産の組入比率を3割弱にまで増やしており、足元の市場変動の高まりやタイミングの分散も鑑み慎重に進
めながらも、着実に高リスク資産の組入れ再開を進めております。今後も同様に神経質な展開が継続する
ことも想定されることから、高リスク資産の組入れ拡大は市場環境に配慮し、慎重に進めていく予定です 

＊過去の値動きに基づいて定量的にトレンドを分析した結果を示したものであり、 
資産配分比率の決定にあたっては、市場サイクル分析の結果を基にしています。 

。 
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トレンド・アロケーション・オープン （ 以 下 「 ト レ ア ロ 」 と 呼 ぶ こ と が あ り ま す ） 

販売用資料 
2021年3月16日 

 

 

※巻末の「留意事項」を必ずご覧ください。 ※上記については過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証
するものではありません。 また、税金・手数料等を考慮しておりません。 

高リスク資産組入れ再開の背景について教えてください。 Q1 
 当ファンドはリスク管理戦略（下落リスクへの対応）の一環として、昨年３月より短
期債券・キャッシュ等を中心とした低リスク資産100%の運用を継続してきました。 
（詳細については、「2020年8月20日 トレアロFund Bridge「足下の運用状況および今後の運用方針等につい
て」（リンクはこちら）」をご確認ください） 
 一方で、 2021年２月下旬より過去1年の高値が切り下がることで、最大許容損失率が
回復し、高リスク資産の組入れが可能になったことから、高リスク資産も組入れた運用
を再開しました。ただし、高リスク資産の組入れには大きなタイミングリスクを伴うた
め、２月下旬ごろより段階的に慎重な組入れを実施して参りました。結果として、３月
15日現在、高リスク資産29%、低リスク資産71%のポートフォリオとなっています。 

A 

年初来 トレアロの基準価額等（上段）と
最大許容損失率（下段）の推移 トレアロの資産配分比率の推移 

出所：アリアンツ・グローバル・インベスターズの情報提供を基に三菱UFJ国際投信作成  
期間：2021年2月26日～2021年3月15日、日次 
※トレンド・アロケーション・オープンは、アリアンツ・グローバル・インベスターズが実際
の運用を行うDMAPファンドを通じて実質的な投資を行っており、上記についてはDMAPファ
ンドの純資産総額対比を各基準日時点で計算・表示したものです。 
※各数値は表示桁数未満で四捨五入して表示している場合がありますので、それを用いて計算
すると誤差が生じることがあります。 

 

 

 
 
 

  

 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

低リスク資産

先進国株式

新興国株式

コモディティ

リート

期間：2021年1月4日～2021年3月15日、日次 
※基準価額(1万口当たり)は、信託報酬控除後のものです。信託報酬率は、後記の「ファンド
の費用」に記載しています。 

※トレアロは、過去１年間の高値からの下落率を15％以内に抑えることを目指す運用戦略を有していますが、厳密にはDMAPファンドにおいて実施
される運用戦略です。また同戦略は下落率を過去１年間の高値から必ず15%以内に収めることをお約束するものではありません。  
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基準価額 
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※最大許容損失率の下限は0%です。 

最大許容損失率 
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https://www.am.mufg.jp/text/148098_200820.pdf
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トレンド・アロケーション・オープン （ 以 下 「 ト レ ア ロ 」 と 呼 ぶ こ と が あ り ま す ） 

販売用資料 
2021年3月16日 

 

 

※巻末の「留意事項」を必ずご覧ください。 ※上記については過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証
するものではありません。 また、税金・手数料等を考慮しておりません。 

下落リスク対応の仕組み ご参考 

 トレアロは下落リスクへの対応として、過去１年の高値からの下落率が15％以内に 
収まることを目指しています。下落リスクへの対応は、過去1年間の高値と現在の値から
算出した最大許容損失率と、現時点の推定最大損失率を比較し、必要に応じて短期債券
やキャッシュの比率を高めリスク量を調節するというものです。 

下落リスク対応の仕組み 

※トレアロは、過去１年間の高値からの下落率を15％以内に抑えることを目指す運用戦略を有していますが、厳密にはDMAPファンドにおいて実施
される運用戦略です。また同戦略は下落率を過去１年間の高値から必ず15%以内に収めることをお約束するものではありません。  

※上記の事例はあくまでイメージであり、運用状況などによっては別の手段を取ることや、記載通りの対応ができないことがあります。 
※最大許容損失率の下限は0%です。 
 

基準価額 

過去1年の高値から15％下落地点 

15% 

現在値 ▲2% 

▲13% 
3月15日時点の 

最大許容損失率 
13% 

最大許容損失率 
 
 
 
 

推定最大損失率 
（運用状況に応じて定量的な

手法に基づき算出） 

過去1年の高値 

２
月
下
旬
ま
で 

基準価額 

過去1年の高値から 
15％下落地点 

15% 

現在値 

▲17% ２月下旬までの 
最大許容損失率 

0％ 

最大許容損失率 
 
 
 
 

推定最大損失率 
（運用状況に応じて定量的な

手法に基づき算出） 

短期債券・キャッシュ等の 
組入比率を高める等の臨時対応を実施 

最大許容損失率＝１５％－過去1年の高値からの下落率 

２
月
下
旬
以
降 

過去1年の高値 

現在より1年前 

※最大許容損失率の
下限は0%です。 
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トレンド・アロケーション・オープン （ 以 下 「 ト レ ア ロ 」 と 呼 ぶ こ と が あ り ま す ） 

販売用資料 
2021年3月16日 

※巻末の「留意事項」を必ずご覧ください。 ※上記については過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証
するものではありません。 また、税金・手数料等を考慮しておりません。記載の運用方針は、資金動向・市況動向等により、将来変更となる可能性があります。 

今後の運用方針について教えてください。 Q2 

 当ファンドは、DMAPファンドへの投資を通じ、基本戦略（基本資産配分）、補完戦
略（基本資産配分に対する微調整）およびリスク管理戦略（下落リスクへの対応）の３
つの戦略を有しています。そのうち、ベースとなる基本戦略（基本資産配分）では、上
昇トレンドが強い資産への配分比率を高めるなど、過去の値動きの方向性等に基づい
て、各資産の基本的な配分比率を決定するというものです。そのため資産の値動きにト
レンドがない、いわゆるレンジ相場や昨年３月のコロナ・ショック時のような急なトレ
ンドの転換を伴う短期間での大きな下落（上昇）相場は、トレンドをフォローする運用
戦略である当ファンドにとっては不利に働きやすい環境となり得ます。 
 
 足元の基本戦略であるトレンド・アロケーションの市場サイクル分析結果において、
先進国国債については組入比率の抑制が示されていると同時に、コモディティ・株式を
はじめとする高リスク資産は積極的な組入れが示唆されています。3月15日現在のポー
トフォリオでは高リスク資産の組入れを3割弱にまで増やしており、足元の市場変動の高
まりやタイミングの分散も鑑み慎重に進めながらも、着実に高リスク資産も組入れた運
用の再開を進めております。今後も不透明な投資環境が継続することも想定されること
から、高リスク資産の組入れ拡大は市場環境に配慮し、慎重に進めていく予定です。 
 

A 

各資産の市場サイクル分析 
（2021年3月10日時点） トレアロの組入比率イメージ図 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

 
 

 
 

 
  
 

 
  
  
  

 
 

出所：アリアンツ・グローバル・インベスターズの情報提供を基に三菱UFJ国際投信作成 
※各資産の見通しは作成時点までの市場環境を基に判断しており、今後変わる場合があります。 
※資産クラスの分類はアリアンツGIの分類に基づきます。 
※上記は過去の値動きに基づいてトレンドを分析した結果を示したものであり、 
将来の見通しを示すものではありません。 

ある資産の価格の 
イメージ 

ある資産の組入比率の 
イメージ 

④ ⑤ ⑥

① ② ③

時間

価
格

時間

価
格

①
②

⑥

④

組入比率を
徐々に増やす

下落トレンド

上昇トレンド

組入比率を
徐々に減らす

③

⑤

時間

価
格

※あくまでもイメージ図であり、必ず上記のような対応をすることをお約束するものではありません。 

中立
1 2 3 4 5

米国株式 ●
欧州株式 ●
英国株式 ●
日本株式 ●
新興国株式 ●
先進国株式 ●
米国国債 ●
欧州国債 ●
英国国債 ●
日本国債 ●
新興国債券（米ドル建） ●
欧州周辺国国債 ●
米国投資適格社債 ●
欧州投資適格社債 ●
米国ハイイールド ●
欧州ハイイールド ●
コモディティ（除く農畜産物） ●
原油 ●
銅 ●
金 ●

クレジット

オルタナ
ティブ

強気弱気
資産クラス

株式

債券
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トレンド・アロケーション・オープン （ 以 下 「 ト レ ア ロ 」 と 呼 ぶ こ と が あ り ま す ） 

販売用資料 
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※巻末の「留意事項」を必ずご覧ください。 

トレアロの3つの運用戦略 ご参考 

※各項目は、あくまでダイナミック・マルチアセット・プラス戦略のイメージを表すためのものであり、実際にこのような運用を行うとは限りません。また、将来の投資成果をお約束するものではありません。
なお、あくまでイメージであり一部簡略化して記載している部分があります。 
※短期間で乱高下を繰り返すような相場環境、投資対象資産が全て下落するような相場環境等、価格トレンドが不安定あるいは不鮮明な場合には、基本戦略および補完戦略によって当初想定したリターンを得ら
れない可能性があります。リスク管理戦略は過去1年間の高値からの下落率を考慮して行うため、購入時期や保有期間によっては、想定以上の損失を被る可能性があります。 

※以下3つの運用戦略（DMAP戦略）はトレアロが投資する「DMAPファンド」で用いられている運用戦略です。 

 市場を分析し、各資産の値動きの方向性等に
基づいて基本的な配分比率を決定します。 

 原則、月に一度基本資産配分比率の見直しを
行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 運用専門家が相場環境を予想し、 

基本資産配分を微調整します。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 過去１年の高値からの下落率が１５％ 

以内に収まることを目指します。 
 必要に応じて、短期債券・キャッシュ等の 

比率を高めます。 

基本資産配分のイメージ図 

基本資産配分調整のイメージ図 

下落リスク対応する場合のイメージ図 

市場環境やファンドのパフォーマンスが改善してくると、 
短期債券やキャッシュ等の組入比率も減少することとなります。 

※低リスク資産クラスと高リスク資産クラスの分類は、資産毎の価格変
動性等を基に行っており、必要に応じて見直すことがあります。 

※右図の分類は2020年７月末現在です。 

※上記の図は、低リスク資産の配分比率が高リスク資産の配分比率より高い場
合のイメージ図であり、逆の場合や片方の資産のみとなる場合もあります。 

※基本資産配分の結果、低リスク資産と高リスク資産の比率が50％：
50％となった場合のイメージ図です。 

※右記は運用戦略のイメージです。実際の運用は、必ずしも右記の通り
行われるとは限りません。 

※必ずしも最大下落率が15％以内に収まることを保証するものではありません。 
※右上の図は、ダウンサイド・リスク・マネジメントにおいて短期債券・キャッシュ等を一部組入れる場合のイメージ図であり、短期債券・キャッシュ等を 

組入れない場合（０％）や、短期債券・キャッシュ等のみとなる場合（100％）もあります。 
※ダウンサイド・リスク・マネジメントにおける短期債券・キャッシュ等の配分比率が０％であったとしても、ポートフォリオ全体としては、低リスク資産内に

おいて短期債券・キャッシュ等が組入れられている場合があります。 
※上記は、過去1年間の高値と現在の値から算出した最大許容損失率と、現時点の推定最大損失率を比較し、必要に応じて短期債券やキャッシュの比率を高めリ

スク量を調節するもので、１５％を超える下落となると推定最大損失率が回復するまでの間、短期債券・キャッシュ等の比率の高い運用が継続する運営をする
ことがあります。 

【補完戦略】 
基本資産配分に対する微調整 

【基本戦略】 
基本資産配分 

【リスク管理戦略】 
下落リスクへの対応 
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※巻末の「留意事項」を必ずご覧ください。 ※上記については過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証
するものではありません。 また、税金・手数料等を考慮しておりません。記載の運用方針は、資金動向・市況動向等により、将来変更となる可能性があります。 

過去に高リスク資産を徐々に組入れた運用の事例があれば教えてください。 Q3 

 あくまで過去の一例であり、将来を保証するものではありませんが、高リスク資産へ
の組入比率を徐々に引き上げた際の過去のトレアロの運用事例として、2018年の株安局
面の際には、低リスク資産の比率を100%にする措置はしなかったものの、2018年12月
に低リスク資産の比率を当時の設定来最高水準（月末ベース）にしました。その後、相
場の回復とともに市場環境に応じて高リスク資産の組入比率を徐々に引き上げていった
ことで、基準価額が回復し、結果として、2019年は暦年ベースで最も上昇した年になり
ました。 
 今後、長期の上昇トレンドが確認されれば、高リスク資産の組入比率を少しずつ引き
上げ、リターンの獲得を目指します。引き続きダウンサイド・リスクにも細心の注意を
払いつつ、中長期投資を見据えた運用を継続して参ります。 

A 

 
 

 
 

 
  
 

 
  
  
  

 
 

過去の資産配分比率の推移 基準価額（上段）と年次リターン（下段） 

上段の期間：2012年3月30日（設定日）～2021年3月15日、日次  
下段の期間：2012年～2021年、年次  
※2012年は2012年3月30日（設定日）～2012年12月28日、 
2021年は2020年12月30日～2021年3月15日までです。 
※基準価額(1万口当たり)は、信託報酬控除後のものです。信託報酬率は、後記
の「ファンドの費用」に記載しています。 

出所：アリアンツ・グローバル・インベスターズの情報提供を基に三菱UFJ国際投
信作成   
期間：2018年12月～2019年12月、月次 
※トレアロは、アリアンツ・グローバル・インベスターズが実際の運用を行う外国
籍投資信託DMAPファンドを通じて実質的な投資を行っており、上記はDMAPファ
ンドの純資産総額対比を各月末時点で計算・表示したものです。 
※基準価額(1万口当たり)は、信託報酬控除後のものです。信託報酬率は、後記の
「ファンドの費用」に記載しています。 
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71.0%

18.9%
1.3%
7.0%
1.9%

分類 比率 2月末比
（ポイント） 資産名 比率 2月末比

（ポイント）

日本株式 1.9% 1.3%
米国株式 13.0% 11.1%
欧州株式 2.6% 2.4%
スイス株式 0.0% 0.0%
英国株式 0.0% 0.0%
オーストラリア株式 0.8% 0.4%
カナダ株式 0.5% 0.2%
新興国株式 1.3% 0.5%
コモディティ 7.0% 5.3%
リート 1.9% 0.8%

日本国債 55.1% -24.1%
米国国債 2.0% 2.0%
ドイツ国債 4.6% 3.5%
フランス国債 0.0% 0.0%
英国国債 0.0% 0.0%
イタリア国債 4.2% 3.0%
スペイン国債 0.0% 0.0%
米国インフレ債 5.1% 3.9%
先進国債券 0.0% 0.0%
新興国国債 0.0% 0.0%
現金等 0.0% -10.5%

高
リ
ス
ク
資
産

29.0% 22.1%

低
リ
ス
ク
資
産

71.0% -22.1%

 

 

※巻末の「留意事項」を必ずご覧ください。 ※上記については過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証
するものではありません。 また、税金・手数料等を考慮しておりません。 

図表① 設定来の基準価額と純資産 図表② 資産配分の推移 

◆図表①について 
期間：2012年3月30日～2021年3月15日、日次 
※基準価額(1万口当たり)は、信託報酬控除後のものです。 
※トレアロは、過去１年間の高値からの下落率を15％以内に抑
えることを目指す運用戦略を有していますが、厳密には主要投
資対象の外国籍投信において実施される運用戦略です。また同
戦略は下落率を過去１年間の高値から必ず15%以内に収めるこ
とをお約束するものではありません。 
  
◆図表②と③について 
図表②の期間：2021年2月26日～2021年3月15日、日次 
出所：アリアンツ・グローバル・インベスターズの情報提供を
基に三菱UFJ国際投信作成  
※トレンド・アロケーション・オープンは、アリアンツ・グ
ローバル・インベスターズが実際の運用を行う外国籍投資信託、
ダイナミック・マルチアセット・プラス・ファンド（JPY）（以
下「DMAPファンド」）を通じて実質的な投資を行っており、
図表②・③についてはDMAPファンドの純資産総額対比を各基
準日時点で計算・表示したものです。  
※現金等は、短期債券を含みます。また、為替ヘッジの含み損
益を含むためマイナスになることがあります。 
※各数値は表示桁数未満で四捨五入して表示している場合があ
りますので、それを用いて計算すると誤差が生じることがあり
ます。 
 

図表③ 資産配分詳細（2021年3月15日） 

※ 便 宜 上 、 ユ ー ロ 円 金 利 先 物 を 日 本 国 債 に 、 ユ ー ロ ド ル 金 利 先 物 を 
米国国債に、欧州銀行間取引金利 EURIBOR（ユーリボー）先物をドイツ国債に分類し
ています。金利の短期的な上昇に対するヘッジを行うため、各先物のショートポジション
をとった場合、結果として各国債の比率がマイナスに表示される場合があります。 
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ファンドの目的・特色 
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（お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。) 2020年3月17日現在 

※巻末の「留意事項」を必ずご覧ください。 

販売会社 （お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。) 2021年3月16日現在 

※今後、上記の販売会社については変更となる場合があります。 
※商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。 
※商号欄に（※）の表示がある場合は新規申込のお取扱いを中止しております。 
 

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

藍澤證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第6号 ○ ○

株式会社愛知銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第12号 ○

株式会社青森銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第1号 ○

株式会社秋田銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第2号 ○

株式会社阿波銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第1号 ○

株式会社イオン銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社伊予銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第2号 ○ ○

エイチ・エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○

エース証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第6号 ○

ａｕカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

ＦＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第5号 ○

株式会社大分銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第1号 ○

岡崎信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第30号 ○

岡三オンライン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第52号 ○ ○ ○

岡地証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第5号 ○ ○

株式会社沖縄海邦銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第3号 ○

株式会社香川銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第7号 ○

株式会社北九州銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第117号 ○ ○

株式会社北日本銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第14号 ○

岐阜信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第35号 ○

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第18号 ○

株式会社紀陽銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第8号 ○

光世証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第14号 ○

株式会社佐賀銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○

株式会社佐賀共栄銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第10号 ○

篠山証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第16号 ○

株式会社四国銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第3号 ○

株式会社静岡銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第5号 ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

株式会社七十七銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第5号 ○ ○

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第37号 ○

株式会社清水銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第6号 ○

株式会社ジャパンネット銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第170号 ○

株式会社しん証券さかもと 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第5号 ○

株式会社新生銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

スターツ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第99号 ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長（登金）第8号 ○

株式会社大光銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第61号 ○

株式会社第三銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第16号 ○

第四北越証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第128号 ○

株式会社大東銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第17号 ○

大万証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第14号 ○

株式会社筑邦銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第5号 ○

株式会社千葉興業銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第40号　 ○

株式会社中国銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第2号 ○ ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○

株式会社東京スター銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第579号 ○ ○

株式会社東北銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第8号 ○

株式会社徳島大正銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第10号 ○

株式会社鳥取銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第3号 ○

株式会社富山第一銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第7号 ○

内藤証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第24号 ○ ○

登録番号等
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『留意事項』 
 
【本資料に関してご留意頂きたい事項について】 
■本資料は三菱ＵＦＪ国際投信が作成した情報提供資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書

（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。 
■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 
■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。 
■投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の

対象ではありません。 
■投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。 
 
  
【本資料についての補足】 
トレアロは外国投資信託DMAPFにおいて実質的な運用を行っています。当該ファンドについてはアリアンツ・グローバル・インベスターズが運用を担っています。本資料でご紹介している運用戦
略に関する説明についても、上記外国投資信託で行っているものです。 

販売会社 （お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。) 2021年3月16日現在 

※今後、上記の販売会社については変更となる場合があります。 
※商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。 
※商号欄に（※）の表示がある場合は新規申込のお取扱いを中止しております。 

商号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本

投資顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

株式会社長崎銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第11号 ○

株式会社長野銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第63号 ○

株式会社南都銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第15号 ○

南都まほろば証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第25号 ○

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○

八十二証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○

浜銀ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1977号 ○

ＰＷＭ日本証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第50号 ○ ○

株式会社東日本銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第52号 ○

株式会社肥後銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第3号 ○

株式会社広島銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第5号 ○ ○

広島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第44号 ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○ ○

株式会社福井銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第2号 ○ ○

株式会社福岡中央銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第14号 ○

株式会社福邦銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第8号 ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社北洋銀行（委託金融商品取引業者　北洋証券

株式会社）

登録金融機関 北海道財務局長（登金）第3号 ○ ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長（金商）第1号 ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社北海道銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第1号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

松阪証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第19号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○

株式会社三重銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第11号 ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（委託金融商品取引業者　三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

株式会社みなと銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第22号 ○ ○

株式会社宮崎銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第5号 ○

株式会社もみじ銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第12号 ○ ○

株式会社山形銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第12号 ○

株式会社山口銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第6号 ○ ○

山和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第190号 ○

株式会社横浜銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第36号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

株式会社琉球銀行（※） 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第2号 ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

沖縄県労働金庫 * 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第8号

九州労働金庫 * 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第39号

近畿労働金庫 * 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第90号

四国労働金庫 * 登録金融機関 四国財務局長（登金）第26号

静岡県労働金庫 * 登録金融機関 東海財務局長（登金）第72号

中央労働金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第259号

中国労働金庫 * 登録金融機関 中国財務局長（登金）第53号

東海労働金庫 * 登録金融機関 東海財務局長（登金）第70号

東北労働金庫 * 登録金融機関 東北財務局長（登金）第68号

長野県労働金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第268号

新潟県労働金庫 * 登録金融機関 関東財務局長（登金）第267号

北陸労働金庫 * 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第36号

北海道労働金庫 * 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第38号

登録番号等
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